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１．ＩＰｖ６の政策的位置づけと現状



これまでのＩＰｖ６推進に向けた取組

戦　　略

e-Japan戦略Ⅱ（平成15年7月）
• IPv6によるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ技術やｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ技術の開発
•アジア地域におけるIPv6の普及

e-Japan戦略（平成13年1月）
•十分なｱﾄﾞﾚｽ空間を備え、ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰとｾｷｭﾘﾃｨの保護がしやすい
IPv6を備えたｲﾝﾀｰﾈｯﾄ網への移行を推進

21世紀におけるインターネット政策の在り方（平成14年8月）
•インターネット基盤のIPv6への普及をリードし、IPv6インター
ネットにおける国際競争力を確保するとともに、我が国から移
行モデルを発信

• IPv6利用促進にむけて、IPv6及びその利便性を備えた端末
やアプリを開発し、国民に広く提示する実証実験

e-Japan 情通審

国の具体的取組

IPv6化の推進

国際的な協力体制の確立
•日中韓情報通信大臣会合
　次世代インターネット（IPv6）WG
　(H16.3 H16.11開催)

ｱｼﾞｱとの共同研究開発・実験
• IPv6アプリケーションの実証実験
ICANN GACにおける活動

　　・IPｖ6に関するWGにおいて総務省は
　　議長を務める

IPv6の国際展開の推進

国内での民間活動

IPv6普及･高度化推進協議会

UOPF

国際的な標準団体・フォーラムの取組み

IETF
・民主体のインターネット技術標準化組織への貢献
IPv6 Forum
　・国際的普及啓蒙団体
　・IPv6 Ready Logo Program　議長：江崎浩（東大助教授）

情報家電のIPv6化に関する総合的研究開発
• H12～H17
• 情報家電のIPv6化に関する要素技術の開発

最先端の研究開発ﾃｽﾄﾍﾞｯﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ
• H16～H19
• 最先端のﾃｽﾄﾍﾞｯﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸを整備し、 IPv6等
の先端的な情報通信技術の研究開発や実証
実験等を促進

IPv6研究開発

官民連携 参加・協力

政府調達でのＩＰｖ６対応機器等の採用
• 総務省LANシステムへのIPv6対応機器
等の導入を順次進める

IPv6対応機器等の導入促進

ＩＰｖ６移行実証実験の推進
　・H15～H17
　・移行に関するﾈｯﾄﾜｰｸ運用上の問題
　　解決、移行モデル策定
IPｖ６によるユビキタス社会構築に向けた
セキュリティ確保に関する実証実験
　・H18年度予算要求 ～H21
税制支援措置
　・H14～　IPv6支援税制



2001　　　　　2002　 　　　 2003　　　　　　2004　　　 2005              2006

- IT 基本法
- IT 戦略本部の設置

e-Japan 戦略
(2001.1)

超高速ネットワークインフラ
整備

e-Japan 戦略 II
(2003.7)

e-Japan 戦略 II
加速化パッケージ

(2004.2)

重点的取組課題

e-Japan 重点計画
(2001.3)

e-Japan 重点計画-2002 
(2002.2)

e-Japan 重点計画-2003
(2003.8)

e-Japan 重点計画-2004
（2004.6）　

ＩＴ基盤を活かした社会経済
システムの積極的な変革
医療、食、生活、中小企業金
融、知、労働、行政サービス

e-Japan戦略等におけるＩＰｖ６の扱い

IPv6を備えたインターネット
網への移行を推進

電子自治体・電子自治体、医療の情報
化、教育の情報化、情報セキュリティ等

“新戦略”
(early 2006)

-情報家電ＩＰｖ６化に関する総
合的な研究開発

-インターネットのＩＰｖ６への移
行のための必要な措置（電
気通信基盤充実臨時措置法
に基づく税制優遇措置）

-情報家電ＩＰｖ６化に関する総
合的な研究開発

IPv6インターネット
技術の開発

- IPv6 移行実証実験
-税制優遇措置
-情報家電ＩＰｖ６化に関す
る総合的な研究開発

-教育、地方行政、介護福
祉等の分野に対し、ＩＰｖ６
等の技術を活用したアプ
リケーションの実証実験

- IPv6 移行実証実験
-税制優遇措置
-情報家電ＩＰｖ６化に関する
総合的な研究開発

構造改革
医療、環境、安全、交通、電子
行政、企業競争力、生活

基盤整備
ユビキタス化、セキュリティ
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固定電話（加入電話+ＩＳＤＮ）

加入電話

移動電話（携帯電話+ＰＨＳ）

高速・超高速インターネット加入者数

IP電話

（単位：万契約）

（ＤＳＬ＋ＣＡＴＶ＋ＦＴＴＨ＋無線）（ＤＳＬ＋ＣＡＴＶ＋ＦＴＴＨ＋無線）

加入－移動の
契約数が逆転
加入：5,555万
移動：5,685万
（平成１２年３月）

固定－移動の
契約数が逆転
固定：6,219万
移動：6,282万
（平成１２年１１月）

１７年９月末

　電気通信事業を取りまく状況（固定からＩＰ、モバイルへの移行（加入者数））



ＩＰｖ６普及状況

ネットワークカメラ テレビ電話端末

ＩＰ電話端末　

プリンタ

ＩＰｖ６インターネット商用サービス
　　ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＫＤＤＩ、日本テレコム、ＩＩＪ、ニフティ等がＩＰｖ６接続サービス提供　

環境解析システム

監視用マイクロサー
バ&カメラ

ルータ

ＩＰｖ６対応ソフト、機器

ビル管理システム
（フロア統合制御器）

国別取得数(200512.3)
(フェーズ 1、2)
　日本　　　95、9
　アメリカ　26、7
　台湾　　　22、2
　韓国　　　22、2
　中国　　　 9、1
　インド　　 4
　総数　 　196、22

IPv6 Ready Logo（国際的なIPv6
推進団体であるIPv6フォーラム
が、プロトコル適合性及び相互接
続性等の確保されたIPv6搭載製
品に与えるマーク）を取得した製
品または製品シリーズの数は日
本が世界第１位。

Internet Exploler、Firefox、Opera対応済ウェブブラウザ

早期対応アンチウイルスソ
フトウェア

Thunderbird、WinBiff、EdMaxメーラー

Firewall-1、Cisco PIX Firewall、NetScreen 
Screen OS 5.0 IPv6 等対応済

ファイアウォール

ファイル共有未対応（SMB)、IPsec暗号化未
対応（認証、改ざんの検出のみ）

Windows XP

DNS、SMTP、HTTP等主要プロトコル対応済サーバソフトウェ
ア

Solaris、HP-UX、Linux、Free BSD、Net 
BSD、Mac OS X Server、Windows 2003 
Server等対応済

サーバOS

IPv6をサポートしたプリンタは少なく、現時
点ではプリンタサーバの設置が必要

ネットワークプリ
ンタ

SOHO向け小規模機器から、通信事業者向け
大規模機器まで、多くのベンダが対応済

ルータ、スイッチ



国ごとのIPv6アドレス割振状況

割り当てられたIPv6空間内の割合　％
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出典：http://bgp.potaroo.net/index -v6.html　2005.10



平成１７年度　ＩＰｖ６移行実証実験概要　（その１）

■住民向けPush型情報提供ｻｰ
ﾋﾞｽ（大阪市近郊）
ＩＰｖ６を利用した情報送信を行
い、住民向け情報提供サービス
を構築。

地方公共団体か
らの
情報提供

■議会中継サービス（台東区）
ＩＰｖ６の特徴であるマルチキャスト
配信を本格活用し、高画質動画配
信を行う議会中継システム を実現。

職員PC

■住民相談サービス（台東区）
ＩＰｖ６のセキュリティ機能を利用し、
遠隔住民相談システムを構築。運
用コストを削減し、住民サービスを
効率化。

区職員（遠隔地）

住民相談用
キオスク端末

！

IPv6の具体的な利活用方法について幅広く実証実験を行い、IPv6に関する技術的課題の解決を図るとともに、その利活用メリット等の評価を
行う。実証実験の成果はガイドライン等に取りまとめ国内外へ広く公表し、IPv6利用の拡大と移行を促進する。

■ビルファシリティー管理（東京都）
複数の文化施設等において豊富なＩＰｖ６ア
ドレスを利用することにより、遠隔でエレベー
タ等の設備情報を監視する。また監視デー
タによる省エネルギー分析を実施する。

一括ﾋﾞﾙ管理ｾﾝﾀｰ

バイタルセンサー
（血圧／脈拍／体温）

■在宅ケア支援サービス（旭川市）
ＩＰｖ６を利用した情報送信を行い、ケア端末を遠隔
制御する宅内ケアサービスの実現とともに、ＩＰｖ６
移動体端末による訪問サービスを実施。

緊急通報
装置

緊急通報連携

ケア端末
（ＩＰｖ６）

マイク付
カメラ

消防職員

ＩＰｖ６移動体網

消防本部

TV電話による健康相
談や遠隔機器制御な
どを実施

ＩＰｖ６固定網

ネットワーク環境の無い
利用者宅へ訪問してサービス提供

ケア端末
（ＩＰｖ６）

■ｾｷｭﾘﾃｨﾀｳﾝ・ｻｰﾋﾞｽ（川崎市）
ＩＰｖ６のもつ複数の接続を同時に制御す
る機能、ＩＰｖ６の各種設定簡素化機能を
利用し、防犯対策のための映像情報配
信を安全に実施するためのセキュリティ
タウン・サービスを実施。

ひとつの機器
が複数の
IPv6ＮＷに所
属

機器メンテナンス
サービス

警備サービス

管理組合（住人）
への映像配信

街路灯

監視カメラ

■ﾐｭｰｼﾞｯｸﾀｳﾝ（沖縄市）
ＩＰｖ６を利用した複数のＩＳＰを経由する
動画マルチキャストを実現する。

ＩＳＰ１

音楽

伝統芸能

ＩＳＰ２

広域配信

プッシュ型による
情報配信

■学校ソリューションによるＩＰｖ６
マルチサービス（東京都）
ＩＰｖ６のもつ複数の接続を同時に
制御する機能を利用し、個人情報
保護を適切に行う形で、学校向け
セキュリティーサービスを実証する。

※ 図中の地名は必ずしも実施主体を示すものではなく、主に実験の実施を予定している地域を示すもの。



平成１７年度　ＩＰｖ６移行実証実験概要　（その２）

■災害対策システム（北海道新冠町）
ＩＰｖ６の特徴である接続の容易性、維持管理のしや
すさを活用し、画像による定点観測や携帯端末によ
る迅速かつ柔軟な情報提供、音声通話等のシステム
を構築。

■地域医療ネットワーク（和歌山県）
ＩＰｖ６の特徴である安全なend-to-endの通信機能
を利用し、高い個人情報保護機能を備え機関をま
たがる医療連携システムを構築。

■環境モニタリング（鳥取県）
ＩＰｖ６のプラグアンドプレイ機能を活用
し、希少センサーの効率的使用のため
のセンサー簡易移動システムを実現。

■自然再生監視（平良市）
ＩＰｖ６の特徴である豊富なアドレスとプラ
グアンドプレイ機能を活用し、自然再生
プロセスの継続的モニタリングシステム
の構築。

■学校間映像配信（広島）
ＩＰｖ６の任意の端末への直接到達性の
特徴と複数拠点への配信機能を活用し、
教材コンテンツの配信や、遠隔授業等
の教育ネットワークシステムを構築。

■地域デジタルミュージアム（富山県立山町）
ＩＰｖ６に対応した携帯電話一体型の移動体端末を
使い、地域の自然・史跡・生活に根ざした学習財情
報を多数の無線ＬＡＮスポットにより共有し、移動に
も対応した学習システムを構築。

在宅学習

比較学習
事前学習

現地での学習

市民講師

携帯移動機による
IPv6通信の実現

無線LAN

位置情報連携

IPv6移動体端

デジタル・
ミュージアム
アーカイブ

施設での学習
（社会教育施設等）

消防本部
監視カメラ

データベース

簡易移動

センサー
センサー

災害情報の提供/情報提供

監視カメラ

))))
))

在宅医療

遠隔医療

症例検索

調剤薬局

センサー

カメラ

■ＬＰガステレメータリング（高知県）
ＩＰｖ６のプラグアンドプレイ機能及び端末
アドレス固定化により、遠隔メータ検針を
行う監視システムを構築。

ｶﾞｽﾒｰﾀｰ
ＩＰネットワーク網（ＩＰｖ６網）

非ＩＰネットワーク網

ｼﾘｱﾙ通信：

※ 図中の地名は必ずしも実施主体を示すものではなく、主に実験の実施を予定している地域を示すもの。



情報家電のＩＰｖ６化に関する総合的な研究開発

　我が国の得意とする家電分野の技術を活用して我が国の産業競争力の強化を図るとともに、
IPv6の高度な機能の恩恵を利用者に還元し、IPv6の普及を加速・推進していく観点から、情報家
電にIPv6の機能を拡充・活用する技術開発や、IPv6を活用したアプリケーションに関する研究開
発を行う。

　我が国の得意とする家電分野の技術を活用して我が国の産業競争力の強化を図るとともに、
IPv6の高度な機能の恩恵を利用者に還元し、IPv6の普及を加速・推進していく観点から、情報家
電にIPv6の機能を拡充・活用する技術開発や、IPv6を活用したアプリケーションに関する研究開
発を行う。
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電源は　ＯＦＦ　です

電源ＯＮ

前の画面

ﾀｲﾏｰｾｯﾄ

家電機器の操作

セキュリティメニュー

[ドア･窓]

玄関　開

台所　閉

居間　閉

寝室　閉

水　道

ガ　ス

照　明

セキュリティメニュー

[ドア･窓]

玄関　開

台所　閉

居間　閉

寝室　閉

水　道

ガ　ス

照　明

施錠などの
　状態確認

玄関のドアが
　　　開いてます
玄関のドアが
　　　開いてます

IPv6

ＩＰｖ６ＩＰｖ６
インターネットインターネット
ＩＰｖ６ＩＰｖ６
インターネットインターネット

スーパーおおぎ

品物の注文情報

操作
／状
態確
認

不足食材の
　　　注文

冷蔵庫の中には以下の品物があります。

・キウィ ・鮭切り身
・マッシュルーム ・ソーセージ
・ねぎ ・えび(むき身 )
・トマト ・アイスクリーム
・梅干し ・ビール
・チーズ 　　：

注文画面へ TV画面へ他の家電

冷蔵庫の中には以下の品物があります。

・キウィ ・鮭切り身
・マッシュルーム ・ソーセージ
・ねぎ ・えび(むき身 )
・トマト ・アイスクリーム
・梅干し ・ビール
・チーズ 　　：

注文画面へ TV画面へ他の家電

たまご １パック
牛乳 ２本
牛肉 １００ｇ

冷蔵庫

冷蔵庫の中には以下の品物があります。

・キウィ ・鮭切り身
・マッシュルーム ・ソーセージ
・ねぎ ・えび(むき身)
・トマト ・アイスクリーム
・梅干し ・ビール
・チーズ 　　：

注文画面へ TV画面へ他の家電

冷蔵庫の中には以下の品物があります。

・キウィ ・鮭切り身
・マッシュルーム ・ソーセージ
・ねぎ ・えび(むき身)
・トマト ・アイスクリーム
・梅干し ・ビール
・チーズ 　　：

注文画面へ TV画面へ他の家電

足らない
のは･･･

IPv6

IPv6

IPv6

IPv6

エアコン (電源ON/OFF など)

VTR (番組予約など)

IPv6IPv6

IPv6IPv6

IPv6IPv6

ドア開閉センサ 風呂 (温度設定など)

IPv6IPv6

通信手順の統一や
相互接続性の確保
が必要

様々な機能やアプリ
を利用目的に応じて
自動的に選択して、
利用を可能とする

機器や取り扱う情報
によってデータ保護
レベルを制御

　【研究開発を実施した技術例】
○情報家電において高いセキュリティを実現す
るＩＰｖ６接続用の低コストＬＳＩ
○広域での情報家電サービス利用・自動設定
フレームワーク
○車車間通信による自動車近隣状況認識
○セキュア認証基盤及びクライアントアダプタ
開発、岡山県における検証実験
○既存電話端末を利用したＩＰｖ６対応ＩＰ電話用
アダプタ
○閉域網におけるアプリケーションサービスの
セキュアな多重提供方式
○工業高校等での情報端末作製・実験による
人材育成



２．ＩＰｖ６に関する政策の今後の展開



IPv6の政策的位置づけ

lユビキタスネットワークの基盤としてのＩＰｖ６

l情報セキュリティ強化と連携したＩＰｖ６利用

lＩＰｖ６導入のメリットが活かせる用途での利用を促進

lＩＰｖ６商用サービスの開始
lＩＰｖ６対応機器・ソフトの出そろい
l技術開発やＩＰｖ６移行ガイドライン作成によるノウハウ蓄積

ＩＰｖ６利用・
活用の段階へ



ユビキタスネット社会へ向けて

2010年ユビキタスネット社会（u-Japan）
– 次世代の情報通信インフラ
– e-Japanの次のステップ（2010年の目標）

「ユビキタス・ネットワーク」

ブロードバンド・インターネットは、基本的にＰＣのネットワーク
　　⇒超小型チップ（電子タグ）や情報家電等も繋ぐネットワーク

　　⇒「人と人」の通信に加え、「人とモノ」、「モノとモノ」の通信

　　⇒現在のネットの１００倍の端末数、アドホックネット技術、

ネットワークの存在を意識することなく、
いつでも、どこでも、誰でも、ネットワーク・端末・コンテンツ等を
自在に安心して利用できる情報通信ネットワーク



ユビキタスネットワーク社会の実現の意義

高齢者・障害者対策分野

食品分野
金融分野

教育分野

情報家電分野

ロボット分野

物流分野

医療・薬品分野

ユビキタスネットワーク
社会の実現

（１）新たな産業やビジネス・マーケットの創出
　　　市場規模：２００５年 ３０．３兆円　⇒　２０１０年 ８４．３兆円

（２）安心で利便性の高い社会生活の実現

（３）教育、環境、就労等多様な分野の高度化・効率化を促進

（４）光、モバイル、情報家電等の日本の優位な技術を活かした　
　　　　先導的な取組みによる産業競争力の強化　

道路・交通分野就労分野

・公共施設・交通機関でセンサー
が状況を感知し、高齢者が不自
由しないバリアフリー環境

・超小型チップを個別の食品に付
与することにより、食品の品質保
持期限を詳細に管理

・超小型チップを保険証券等の
証紙に付与することにより、偽造
を効果的に防止

・野外体験学習の際、学習者の
位置・状況をネットワークが把握。
その場に応じた学習情報が自動
的に取得可能

・家庭内ネットワークへの、外部
からの安全な接続を可能とし、自
在にコントロール

・センサーネットワークにより正確
に位置測定が可能なロボットが、
家庭内で家事を補助

・超小型チップの搭載情報により、
商品１つ１つにわたる効率的な物
流管理・電子決済

・超小型チップを個別に薬品に
付与することにより、薬品の組合
せによる副作用を詳細に管理

・道路側との通信により、車いす
や目の見えない歩行者を、目的
地までバリアフリー経路により
案内・誘導

・ワイヤレスIDカード１枚で、インタ
ーネットカフェやホテルのディスプ
レイが直ちにマイ端末化

・超小型チップの利用による、機
材、部品等のリサイクル管理の高
度化、廃棄物管理の高度化

環境分野

ユビキタスネットワークの利活用分野の例



端末系ネットワーク端末系端末系ネットワークネットワーク アクセスネットワークアクセスネットワークアクセスネットワーク コアネットワークコアネットワークコアネットワーク

次世代コアネットワーク
デジタル情報家電群センサ群

電子タグの高度利活用技術

　ﾓﾊﾞｲﾙ、情報家電、光、IPﾈｯﾄﾜｰｸ制御、ｴｰｼﾞｪﾝﾄ、ｾｷｭﾘﾃｨ、ｼｽﾃﾑLSI　等の技術が重要　ﾓﾊﾞｲﾙ、情報家電、光、　ﾓﾊﾞｲﾙ、情報家電、光、IPIPﾈｯﾄﾜｰｸ制御、ｴｰｼﾞｪﾝﾄ、ｾｷｭﾘﾃｨ、ｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸ制御、ｴｰｼﾞｪﾝﾄ、ｾｷｭﾘﾃｨ、ｼｽﾃﾑLSILSI　　等の技術が重要等の技術が重要

電子タグ

デジタル情報家電のネッ
トワーク化

センサーネットワーク技術

ＩＰｖ６化

モバイル技術
（第４世代移動通信ｼｽﾃﾑ、
超高速無線ＬＡＮ等）

宇宙通信技術
（準天頂衛星等）

フォトニック・ネットワーク技術

量子情報通信技術高度セキュリティ技術

ネットワーク・ロボット技術

シームレス接続技術、
高度認証技術

高度放送技術 ナノ技術を活用した超高
機能ネットワーク技術

ユビキタスネットワーク実現に向けた技術的課題



情報セキュリティとＩＰｖ６

• 情報セキュリティ政策会議（議長：内閣官房長官）
日本の情報セキュリティの根幹に関する事項を決定する母体(平成17年5月30日設置）

技術戦略専門委員会報告書、セキュリティ文化専門委員会における提言
情報セキュリティ技術を支える環境整備　　→　　IPv6利活用の推進
　　・耐故障性の向上、エンドノードの良好な追跡性の確保、セキュリティ管理。
　　・日本が中心となりIPｖ６について行われた研究開発、技術開発成果の積極的活用の観
点からもIPｖ６の利活用を推進。
　　・霞ヶ関WAN、各府省庁内ネットワーク及び電子政府システムをIPv6に対応させる。
　　・民間におけるIPｖ６利活用をより一層推進し、技術レベルから最先端のブロードバンド環
境を構築。

情報セキュリティ技術の高度化等を実現する具体的な方向性
　　・IPv6の開発と展開を受けて、実時間性能制御、優先通信機能、複数のセキュリティ機能
実装、エンドノード追跡、性能保証、通信経路の信頼性確保を実現し、様々なアプリケー
ションに対応する次世代ネットワーク基盤に関する研究を強化。

個人が負担感なく情報関連サービス等を利用できる環境整備
　　・ネットワークを介したセキュリティサポート（ＩＰｖ６によるユビキタス環境における課題への対応も必要）

第１次情報セキュリティ基本計画
?セキュリティ強化の観点においてIPv6への期待
?電子政府等においてのIPv6利活用の促進



新しいＩＴ戦略策定における議論

構造改革への起爆剤として社会制度や慣習を打ち破るための６つの重点戦略
○広義のインフラについての戦略
１）デジタルデバイドのないインフラ整備
　・光ファイバーを１００％の家庭に　　　・通信と放送の融合　　　　・超高速の移動体通信網の整備
２）世界最先端のテストベッド・マーケットの整備・利用
　・民と官の共同により、以下のa)～c)に取り組む
　　　a)ユニバーサルデザインのユビキタス端末開発プロジェクト
　　　b)さまざまな機器をつなぐインターフェースと国全体のシステム設計の骨格づくりプロジェクト
　　　c)テストベッドマーケットの国際的利用プロジェクト
３）国際通信ネットワークのアジアのハブとしての機能整備

○政府の業務についての戦略
４）電子政府の利用促進
　・電子申請等の利用率６０％を達成
　・今後導入する全てのものをＩＰｖ６対応とする
５）医療の構造改革としてのＩＴ利用の促進
　・２０１０年までにレセプトを１００％オンライン化
６）教育のＩＴ化
　・２０１０年までに全ての生徒・教員にパソコンを配置、リテラシーを定着

○上記６つの戦略の横串としての情報セキュリティ対策の強化

ＩＴ戦略本部において新戦略を策定中（平成18年１月頃）
　　有識者提出重点検討課題(平成17年10月25日）



政府におけるＩＰｖ６対応機器導入

電子政府構築計画（改定）
2004年（平成16年）6月14日

各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定
Ⅲ　共通的な環境整備
２ 情報システムの整備・運用管理の高度化
(５)情報システムの高度化
　 各府省は、業務・システムの最適化計画を踏まえ、ＩＰｖ６(アイピーバージョンシッ
　　クス)等新たな技術革新の成果の導入を順次進め、情報システムの高度化を図る。

総務省「電子政府構築計画」
Ⅲ　共通的な環境整備
２ 情報システムの整備・運用管理の高度化
(２) ＩＰｖ６の導入
　　　効率的かつ効果的なネットワーク管理を図るため、引き続き総務省ＬＡＮシステムの
　　ＩＰｖ６化を総務省内ネットワークの最適化計画等を踏まえ、段階的に進める。

　現行の電子政府構築計画では目標設定が限定的。



米国のIPv6対応スケジュール

• 2005年5月のGAO （Government Accountability Office）報告に基づき、OMB（Office of Management 
and Budget）が同年8月にIPv6移行計画を発表

全面的に利用可能とする6月30日、全電子政府ネットワークバックボーンでIPv6を
利用、各政府機関のネットワークを接続

2008年

大規模移行実施EAに従いIPv6への対応を進める2007年

早期移行実施2月、全体IPv6移行計画を作成、各省庁は資産調査進捗
報告を提出
6月30日、全てのIP機器の資産調査、財政及びリスクに
関する影響調査を完了

2006年

実験、パイロット運用などを通じて、IPv6移行を
進める

8月2日、政府のIPv6移行計画を発表（OMB）
11月15日、ネット機器に関する資産調査完了

2005年

IPv6移行オフィスを設立2004年

6月、IPv6の全面採用計画を発表
10月、今後すべての購入製品にIPv6対応を義
務づけ

2003年

国防総省連邦政府（OMB)

日本の政府においても適切な対応が必要日本の政府においても適切な対応が必要

米国では2008年6月末までに、連邦政府機関の電子政府ネットワークをＩＰｖ６化する計画米国では2008年6月末までに、連邦政府機関の電子政府ネットワークをＩＰｖ６化する計画



政府・自治体におけるIPv6利用の効果

• 行政の業務の効率化、コストの削減
– 個別システムそれぞれで構築していたネットワークや端末の共用化
– ＩＰ電話等の低コストアプリケーションの導入　等

• 電子政府システムのセキュリティ強化

• アプリケーション
– 災害対策における省庁・自治体間連携
災害映像の現地からの中継

– 特定利用者間でのセキュア通信
秘匿性の高い情報の共有
TV会議、IP電話

– ICタグやICカードシステムとの連携
– 環境測定

霞ヶ関WAN

LG-WAN

省庁A 省庁B

自治体(1)

自治体(2)

出先機関
接続、
セキュリティ
情報共有

幹部間TV会議

ICタグ
システム
の活用

省庁管轄
ネットワーク

災害時
省庁・自治体
連携

災害時
自治体間連携

災害時
リアルタイム
映像中継

自治体
ネットワーク

国会中継

災害発生

セキュア通信

防災アプリケーションのイメージ



実施に向けた課題

• 財政緊縮、短期的なコスト減を志向　⇔　長期的な業務効率向上

• ＩＰｖ６対応機器の完備可能性に関する懸念

• ＩＰｖ４でも目的達成可能という意見

• ＩＰｖ６に対応できる機器を導入したとしても、実際にいつのタイミングでＩＰｖ６
の運用を開始するか

• ＩＰｖ６利用のメリット、ＩＰｖ６の特性が活かせるアプリケーションの導入

• 統合的なアドレス管理


